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世界からのまなざし
多文化・多民族の

日本
●

テッサ･モーリス＝スズキ
Tessa Morris-Suzuki

●
オーストラリア

オーストラリア国立大学教授
（書き下ろし）

日本は「単一民族の国」であると

する主張をよくみうけます。しか

し，実際は，どうなのでしょうか。

みなさんよくご存
ぞん

知
じ

のように，現

在，約200万人の外国人が日本で

生活しています。数世代にわたっ

て日本で生活している在日韓
かん

国
こく

・

朝鮮人も少なくありません。現在では日本人の結

婚は，約20組に 1組が国際結婚となっています。

しかも，こうした「多文化」的状況は最近だけの

傾向ではありません。近代以前から，現在「日本」

と名づけられている領域に，さまざまな言葉と伝

統を持つ人々が生活していました。南に目を向け

ると，琉
りゅう

球
きゅう

王国は，日本・中国・朝鮮半島・東南

アジアの間の重要な交易ルートの基点でした。い

っぽう，北には，現在でいう北海道・南千
ち

島
しま

列島

とサハリンの南で生活していたアイヌが，独自の

社会・文化を発展させながら，アジア大陸北東部

と日本列島を結ぶ交易にたずさわっていました。

17世紀から19世紀にかけて，日本国は，だんだん

周辺地域にその支配を拡大しました。そして，琉

球王国（沖縄）とアイヌ社会が完全に日本国の領土

に編入されるようになったのは，19世紀後半でし
（→p.53，89）

た。

日本政府は19世紀後半から，アイヌと沖縄の人

たちに同化を強要しました。北海道のアイヌの多

くの人たちは小さな共

同体(コタン)に住んで

いたのですが，もっと

大きな村に強制移住さ

せられ，伝統的な狩
しゅ

猟
りょう

法などは禁止されまし

た。沖縄には1890年代

後半からきびしい同化

政策が課せられました。20世紀前

半から1960年代ぐらいまで，学校

で沖縄の言葉をつかう子どもたち

に，罰
ばっ

則
そく

として「方
ほう

言
げん

札
ふだ

」
（→p.131）

を首にか

けさせたことがあります。こうし

た同化政策は，アメリカ合衆国・

オーストラリアなどで先住民に実

施された政策と相
そう

似
じ

します。

そういった困難にもかかわらず，

沖縄とアイヌの多くの人たちがみ

ずからのアイデンティティを守り，

近代国家のなかで自分たちの歴史と伝統を生かす

方法を模
も

索
さく

しました。たとえば，アイヌの詩人違
い

星
ぼし

北
ほく

斗
と

(1902－1929)は，短歌のなかでみずからの

アイデンティティを主張し，人種的差別を激しく

批判しました。また，山
やま

之
の

口
ぐち

獏
ばく

(1903－1963)をふ

くむ沖縄の文学者たちは，小説と詩で沖縄の社会

を鮮明に描写しました。

日本国境地帯を生活圏としていたアイヌと沖縄

の人たちは，近代日本の歴史の悲劇的側面をとり

わけ多く経験したのです。とくに，琉球諸島の人々

は，アジア太平洋戦争
（→p.127）

の末期に，沖縄戦でおそろ

しい被害をうけました。それだけではなく，1945

年から1972年まで，アメリカ合衆国による占領を

経験しました。しかし，あらゆるアイデンティテ

ィや権利を主張する運動は，沖縄でもアイヌ社会

でも，現在にいたるまで広範な支持を得ています。

アイヌ民族博物館(www.ainu-museum.or.jp/),

沖縄県平和祈
き

念
ねん

資料館(www.peace-museum.pref.

okinawa.jp/)，大阪人権博物館

(www.liberty.or.jp/)などで，その

歴史的遺産が展示されています。

日本のどこに住んでいても，皆さ

んが日本の多様な過去と現在を自

分で探
たん

索
さく

することがで

きます。

【アイヌと沖縄の交流】
毎年，東京でおこなわれて
いるチャランケ祭

まつり

の様子。
チャランケとはアイヌ語で
「とことん話し合う」という
意味である。
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103

特徴的な時代に

は，その時代にふさわしい言葉がつくりだされ

る。大正時代を代表する言葉として，「人格」「民

衆」「改造」をあげることができる。

　当時の社会運動のなかでは，「人格承認」とい

う言葉がくりかえし使われた。人格とは，今で

いう人間性のことであり，人格承認という言葉

には，みずからを一個の人間として認めてほし

いという願いがこめられていた。

　国家のための臣
しん

民
みん

や国民という言葉ではなく，

「民衆」という言葉が用いられるようになったの

もこの時代の特徴であった。民衆の自治や民衆

の文化がさかんに論じられた。人間を表現する

言葉には，人間自身の自

己認識がふくまれている。

その意味で人格や民衆は，

大正時代の人々の新しい

自己認識にほかならなか

った。

　そして人格や民衆が認

められるためにも，明治

時代につくられた国家や社会・家庭・道徳など

は，すべて「改造」されねばならない。この改造

もまた大正時代を象徴する言葉であった。大正

時代にデモクラシーの認識が育った背景には，

これらの新しい言葉の出現があったのである。

大正デモクラシーの言葉

【『改造』】

【デパートの食堂】 【バスガールの登場】

【『キング』創刊号】

【初期のラジオ】（1925年）

人とよばれた。都市の郊外開発が進み，俸
ほう

給
きゅう

生活者（サラリーマン）な

どの新しい中間層を対象にした文化住宅がつくられた。文化住宅では，

茶の間で家族がちゃぶ台を囲む一家団らんの風景がつくられた。

　新聞が普及し，大衆むけの雑誌がつぎつぎと創刊されて，主婦を対

象にした『主
しゅ

婦
ふ

之
の

友
とも

』や総合雑誌『キング』が読者を集めた。1925（大正

14）年，ラジオ放送が東京・大阪・名古屋の放送局で開始され，三つ

の放送局は，1926年に合同して日本放送協会（現在のNHK）となった。

都市を中心にした家庭では，ラジオのある放送がはじまった。

　当時の都市と農村のあいだには，生活や文化の水準に歴然とした格
かく

差
さ

があったが，大衆文化やデモクラシーが広まるなかで，農村でも生

活や文化を改造しようとする機運が高まった。都市化の影響をうけ，

多くの農村青年が都市にあこがれて働きに出た。
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東アジアの再編
と人々

　戦後の東アジアの再編
のなかの混乱を，人々の
移動や残留から考えよう。

太平洋

インド洋

ベンガル湾
アラビア海

東京ピョンヤン
ソウル北京

上海

台北

香港

マニラ

ハノイ

サイゴン
プノンペン

バンコク

ビエンチャンラングーン

クアラルンプール

ジャカルタ

ダッカ
カルカッタ

デリー

ボンベイ

スリ-ジャヤワルダナプラ
-コッテ

カトマンズ

イスラマバード

カブール

ウランバートル

1000km0

マカオ

1948.9

1948.8

1949.10成立

1946.7

1953.11

1953.10ベトナム民主共和国
1945.9

1955.10

1965.8
分離独立

1949.12

1948.1

1948.2

1947.8

1947.8

1965.7

ベトナム共和国

日本

中華人民共和国

モンゴル

フィリピン

朝鮮民主主義
人民共和国

大韓民国

1957.8
1963.9成立

マラヤ連邦
（マレーシア ）

インドネシア

シンガポール

カンボジア

タイ

ビルマ

インド

セイロン

パキスタン ネパール
ブータン

アフガニ
スタン

ソビエト連邦

1948.8　独立年月
国境は当時の国境

台湾

ラオス

モルディヴ

独立した年代
1945～49年

1950～59年

1960～69年

パキス
タン

【アジア諸国の独立】（1960年
代まで）

【中華人民共和国樹立を宣言
する毛沢東】（1949年）

カイロ宣言，ポツダム宣言にしたがい，日本の主

権のおよぶ範囲は本州，北海道，九州および四国

と，連合国が決定する島々に限定された。こうして，東アジアに広が

った植民地支配が終わった。日本は，アメリカ軍を主力とする連合国

軍によって占領され，満
まん

州
しゅう

と台湾は中国に返還された。朝鮮は独立を

前提として，北緯38度線以北はソ連，以南はアメリカの管理下におか

れた。沖縄，奄
あま

美
み

群島，小
お

笠
がさ

原
わら

諸島はアメリカ軍が占領し，千
ち

島
しま

列島

と南樺
から

太
ふと

はソ連が占領した。

日本の降伏後，東アジアや東南アジアの諸地域で

独立をめざす運動は勢いを増したが，時を同じく

してはじまった冷戦の影響をうけた。

　アメリカとソ連が二分して管理した朝鮮半島では，統一政権の樹立

がめざされたものの，1948年（昭和23）年，大
だい

韓
かん

民
みん

国
こく

（韓国）と朝
ちょう

鮮
せん

民
みん

主
しゅ

主
しゅ

義
ぎ

人
じん

民
みん

共
きょう

和
わ

国
こく

（北朝鮮）にわかれて独立した。

　インドシナでは，抗日運動組織を中心に1945年にベトナム民主共和

国が成立したが，旧宗
そう

主
しゅ

国のフランスが介
かい

入
にゅう

してインドシナ戦争とな

り，1955年，南部に分断国家がつくられた。日本の降伏直後に独立を

宣言したインドネシアでも，

旧宗主国のオランダが介入

し， 4年間戦闘が続いた。

　中国では，国民党と共産

党の内戦が再開され，蔣
しょう

介
かい

石
せき

がひきいる国民党は敗れ

て台湾にのがれ，人民解放

軍（共産軍）が中国本土を平

定した。1949年10月，北
ペ

京
キン

を首都に中華人民共和国が

樹立され，毛
もう

沢
たく

東
とう

が主席と

なった。戦後の東アジア政

策の柱として国民党政権を

位置づけていたアメリカは，

政策の変更をせまられるこ

ととなった。

領土の縮小

東アジアの再編

チアンチエ

シー

マオツォトン
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3教育勅
ちょく

語
ご
（→p.64）は1948年に，

衆議院・参議院両院の議決で
法制上失効した。

2GHQは，極端に国家主義
的で中央集権的な日本の教育
制度をかえるべきだとして，
アメリカから教育使節団を来
日させた。彼らは日本の教員
や学者との協議後，報告書を
作成し，改革が進められた。

【墨
すみ

で塗られた教科書の「兵タイゴッコ」の
ページ】　文部省は中等学校以下の教科書
の戦時教材の削除を指示した。

大日本帝国憲法 日本国憲法
1889（明治22）年 2 月11日 発布・公布 1946（昭和21）年11月 3 日
1890年11月29日 施行 1947年 5 月 3 日
欽
きん

定
てい

憲法 形式 民定憲法
天皇主権 主権 国民主権
神聖不可侵で統治権を持つ元首 天皇 日本国と日本国民統合の象徴
各大臣が天皇を補佐する 内閣 国会に責任を負う行政機関
天皇の協賛機関　
衆議院と貴族院

議会・国会
国権の最高機関，唯一の立法機関
衆議院と参議院

法律の範囲内 人権 基本的人権の尊重
兵役の義務，天皇に統帥権 軍隊 平和主義（戦争放棄）
規定なし 地方自治 首長と議員を住民が選挙

【大日本帝国憲法と日本国憲法の
比較】　大日本帝国憲法では「臣
民」には憲法を「永遠ニ従順ノ義
務」が課されていたが，日本国憲
法では政治家・公務員にのみ憲法
を「尊重し擁

よう

護
ご

する義務」が課さ
れた。

日本国憲法の規定に基づいて，多くの法律が改正

されたり，新設されたりした。憲法にはじめてう

たわれた地方自治の確立をめざして，1947（昭和22）年 5月 3日，憲法

と同じ日に地方自治法が施行された。地方行政・警察行政を通じて中

央集権的な統治の中心であった内務省は解体され，地方分権がめざさ

れた。都道府県知事をはじめ，地方公共団体の首長は，住民の直接選

挙で選ばれるようになった。さらに警察法により，市と大規模な町村

には自治体ごとに自治体警察をつくることが定められた。

　教育制度の改革も進められ，1947年，民主主義の教育理念をしめす

教育基本法がつくられた。また学校教育法によって，六・三・三・四

の新しい学制となり，義務教育は 6年から 9年になった。さらに，教

育の地方分権をめざし，1948年から都道府県・市町村に住民の直接選

挙による教育委員会がおかれた。

　旧民法の家制度も解体された。1947年に改正された民法は，戸
こ

主
しゅ

権

と長
ちょう

子
し

相続制を廃止して，個人の尊厳，男女の同権と夫婦中心の家族

のあり方を定めた。また，刑法も改正され，大
たい

逆
ぎゃく

罪・不
ふ

敬
けい

罪・姦
かん

通
つう

罪

などが廃止された。被告人の権利を守るために黙
もく

秘
ひ

権の行使を認

め，自白を証拠としないことなどを定めた新しい刑事

訴
そ

訟
しょう

法も公布された。

戦後改革の進展

（→p.43）

2

3

（→p.61）

（→p.61）
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　憲法改正のGHQ案には「外国人は法の平等な保護をうける」とい
う文言があったが，日本政府はGHQと協議して削除させ，第10条に

「国民たる要件は法律でこれを定める」という文章を入れた。日本政
府は，英語で，第10条の「国民」のみを「Japanese national」（国籍所
有者），他の条文の「国民」はすべて「Japanese people」と表記した。
ここからは，日本に住む外国籍の者には憲法が保障する人権がおよ
ばないという考え方も出てくることになる。

日本国憲法と日本に住む外国人の人権
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世界朝鮮 中国対外関係

213

1970	 2 核拡散防止条約に調印 6安保条約自動延
長

71	 6 沖縄返還協定
72	 9 日中共同声明（日中国交正常化）
78	 8 日中平和友好条約　11日米防衛協力のため
の指針（ガイドライン）決定

79	 6 東京で主要先進国首脳会議（サミット）開催

85	 9プラザ合意
86	 5 東京サミット

91	 4 海上自衛隊ペルシャ湾派遣
92	 6 国連平和維持活動（PKO）協力法　 9陸上自
衛隊カンボジア派遣

96	 4 日米安保共同宣言
97	 9日米新ガイドライン 12京都議定書議決

2000	 7 九州・沖縄サミット
01	11海上自衛隊インド洋派遣
02	 9 日朝首脳初会談　平壌宣言　北朝鮮，日本
人拉致事実認める

04	 1 自衛隊イラク派遣

06	 5 日米政府，在日米軍再編合意

08	 7 北海道洞爺湖サミット

10	 8 広島平和記念式典に国連総長・米大使初出席

15	12パリ協定採択

16 5 米大統領が現職大統領として初の広島訪問

19	６G20大阪サミット

1971	中華人民共和国，国連
代表権を回復

73	中東戦争（第4次）
75	ベトナム戦争終結
79	米中国交樹立　ソ連，
アフガニスタン侵攻

80	イラン・イラク戦争

86	［比］アキノ政権成立
88	ソ連，アフガニスタン
から撤退開始

89	［中］天安門事件
90	イラク，クウェート侵攻
韓ソ国交樹立

91	湾岸戦争　カンボジア
和平協定

97	香港，中国に返還
99	マカオ，中国に返還

2000	南北朝鮮首脳初会談
01	アメリカ，アフガニス
タンへ軍事行動

03	イラク戦争
04	スマトラ沖地震

06	北朝鮮，核実験

08	［中］四川大地震

1971	ドル・ショック
72	ニクソン訪中

82	反核運動広がる

86	［ソ］チェルノブイリ原
発事故

87	米ソINF全廃条約
89	東欧の民主化ひろがる
90	東西ドイツ統一
91	ユーゴスラヴィア紛争
米ソ，戦略兵器削減条
約（START）バルト 3
国独立　ソ連邦解体
CIS結成

93	チェコ・スロヴァキア
分離　EU発足

96	国連で包括的核実験禁
止条約採択

99	欧州統一通貨（ユーロ）
導入

2001	［米］同時多発テロ事件

04	EU25か国に
05	京都議定書発効

08	世界金融危機

11	南スーダン独立

17	国連で核兵器禁止条約
採択

19	米露INF全廃条約失効

	 20	イギリス，EUを離脱

大
韓
民
国

中
華
人
民
共
和
国

（
台
湾
）

朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国
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第 1次・第 2次海
かい

部
ふ

俊
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樹
き

内閣（1989.8
～91.11）■愛知●自由民主党

最初の昭和生まれの首相。湾岸戦争勃発，約
130億ドルの支援実施。ペルシャ湾に掃海艇派
遣。政治改革法案（衆議院小選挙区制）廃案。
自民党総裁選で再任されず，退陣。
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内閣（1991.11～93.8）
■広島●自由民主党　PKO協力法成立。カ

ンボジアなどに自衛隊派遣。バブル経済の崩壊。
選挙制度改革をめぐり，自民党分裂。内閣不信
任案可決。解散総選挙で自民党敗北。総辞職。
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内閣（1993.8～94.4）
■東京●日本新党 8会派（新生党・日本

新党・新党さきがけ・日本社会党・公明党・民
社党・社民連・民主改革連合）による連立内閣。
土井たか子，初の女性衆議院議長就任。コメ市
場の部分開放。政治改革関連４法の成立。首相
の政治資金疑惑で総辞職。
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内閣（1994.4～94.6）
■長野●新生党　新生党・日本新党・民社

党・公明党・自由党の連立枠維持（日本社会党
は離脱）。少数与党政権で，自民党の内閣不信
任案提出，社会党の同調により総辞職。
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内閣（1994.6～96.1）
■大分●日本社会党　自民党・日本社会党・

新党さきがけの連立。阪神・淡路大震災，地下
鉄サリン事件発生。「戦後50年にあたっての首
相談話」を発表。自民党への政権移譲。
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龍
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内閣
（1996.1～98.7）■岡山●自由民主党

自民党・社会民主党・新党さきがけの連立（の
ち自民党単独）。日米安保共同宣言。消費税 5％
に。金融ビッグバン始まる。日米防衛協力指針
合意。参議院選で自民党大敗，総辞職。
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内閣（1998.7～2000.4）
■群馬●自由民主党　自民党単独，のち自

由党・公明党と連立。新ガイドライン関連諸法，
男女共同参画社会基本法，中央省庁改革関連法，
国旗・国歌法など成立。首相の入院で総辞職。
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朗
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内閣（2000.4
～01.4）■石川●自由民主党

自民党・公明党・保守党の連立。解散・総選挙
で与党後退。九州・沖縄サミット開催。中央省
庁の再編。内閣支持率低迷で総辞職。
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内閣
（2001.4～06.9）■神奈川●自由民主党

自民党・公明党・保守（新）党（のち自民党・公明党）
の連立。アメリカで同時多発テロ。テロ対策特別
措置法公布。日朝平壌宣言。有事法制関連 3法・
イラク復興支援特別措置法公布。日本郵政公社
の発足。自衛隊のイラク派遣。有事法制関連 7
法の成立。郵政民営化関連法案の参議院否決を
うけた衆議院解散総選挙で自民党圧勝。
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内閣（2006.9～07.9）
■山口●自由民主党　自民党・公明党の連

立。教育基本法改正，防衛庁の省昇格，憲法改
正を見通した国民投票法などを実現。年金記録
問題への対応が遅れる。07年 7月，参院選で自
民党は歴史的大敗。 9月，突如辞意表明。
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内閣（2007.9～08.9）
■群馬●自由民主党　自民党・公明党の連

立。テロ対策特別措置法などで「ねじれ国会」
への対応に苦慮。後期高齢者医療制度発足。北
海道洞爺湖サミット開催。突如辞意表明。
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内閣（2008.9～09.9）
■福岡●自由民主党　自民党・公明党の連

立。世界同時不況への対応，景気対策優先を唱
え，衆議院解散を先送り。批判が強まるなか，
総選挙の歴史的惨敗により政権交代。
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内閣（2009.9～10.6）
■北海道●民主党　民主党・社会民主党・

国民新党（のち民主党・国民新党）の連立。「政治
主導」（脱官僚依存）をめざすも，普天間基地移
設問題などで支持率急落。参院選前に辞意表明。
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内閣（2010.6～11.8）
■山口●民主党　民主党・国民新党の連立。

参院選敗北で「ねじれ国会」。党内対立も激化し，
支持率が低迷。2011年３月の東日本大震災，福
島第一原発事故への対応にあたるが，総辞職。
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内閣（2011.9～12.12）
■千葉●民主党　民主党・国民新党の連立。

「社会保障と税の一体改革」の実現をめざす。尖
閣諸島の国有化で日中間の緊張が高まる。民主
党内部から離反者が出るなか，衆議院解散総選
挙で自民党が圧勝し政権交代。
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第2次～第4次安倍晋三内閣
（2012.12～20.9）●自由民主党

自民党・公明党の連立。経済成長やデフレ脱却
をめざす経済政策（アベノミクス）の推進や，
消費税の引き上げを実行（14年に８％，19年に
10％）。安全保障をめぐって集団的自衛権の行
使を一部容認する安全保障関連法を15年に成立
させ，17年には改正組織犯罪処罰法によりテロ
等準備罪を新設。閣議決定による天皇の生前退
位に従い，19年５月天皇の代替わり。約８年と
いう長期政権となったが，「東京2020オリンピ
ック・パラリンピック」の延期や新型コロナウ
イルスの対応に追われる中，病気によって辞意
を表明。
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内閣（2020.9～　）
■秋田●自由民主党　
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第 1次・第 2次海
かい

部
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俊
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樹
き

内閣（1989.8
～91.11）■愛知●自由民主党

最初の昭和生まれの首相。湾岸戦争勃発，約
130億ドルの支援実施。ペルシャ湾に掃海艇派
遣。政治改革法案（衆議院小選挙区制）廃案。
自民党総裁選で再任されず，退陣。
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内閣（1991.11～93.8）
■広島●自由民主党　PKO協力法成立。カ

ンボジアなどに自衛隊派遣。バブル経済の崩壊。
選挙制度改革をめぐり，自民党分裂。内閣不信
任案可決。解散総選挙で自民党敗北。総辞職。
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内閣（1993.8～94.4）
■東京●日本新党 8会派（新生党・日本

新党・新党さきがけ・日本社会党・公明党・民
社党・社民連・民主改革連合）による連立内閣。
土井たか子，初の女性衆議院議長就任。コメ市
場の部分開放。政治改革関連４法の成立。首相
の政治資金疑惑で総辞職。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20 羽
は

田
た

孜
つとむ

内閣（1994.4～94.6）
■長野●新生党　新生党・日本新党・民社

党・公明党・自由党の連立枠維持（日本社会党
は離脱）。少数与党政権で，自民党の内閣不信
任案提出，社会党の同調により総辞職。
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内閣（1994.6～96.1）
■大分●日本社会党　自民党・日本社会党・

新党さきがけの連立。阪神・淡路大震災，地下
鉄サリン事件発生。「戦後50年にあたっての首
相談話」を発表。自民党への政権移譲。
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内閣
（1996.1～98.7）■岡山●自由民主党

自民党・社会民主党・新党さきがけの連立（の
ち自民党単独）。日米安保共同宣言。消費税 5％
に。金融ビッグバン始まる。日米防衛協力指針
合意。参議院選で自民党大敗，総辞職。
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内閣（1998.7～2000.4）
■群馬●自由民主党　自民党単独，のち自

由党・公明党と連立。新ガイドライン関連諸法，
男女共同参画社会基本法，中央省庁改革関連法，
国旗・国歌法など成立。首相の入院で総辞職。
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第 1次・第 2次森
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内閣（2000.4
～01.4）■石川●自由民主党

自民党・公明党・保守党の連立。解散・総選挙
で与党後退。九州・沖縄サミット開催。中央省
庁の再編。内閣支持率低迷で総辞職。
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第 1次～第 3次小
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内閣
（2001.4～06.9）■神奈川●自由民主党

自民党・公明党・保守（新）党（のち自民党・公明党）
の連立。アメリカで同時多発テロ。テロ対策特別
措置法公布。日朝平壌宣言。有事法制関連 3法・
イラク復興支援特別措置法公布。日本郵政公社
の発足。自衛隊のイラク派遣。有事法制関連 7
法の成立。郵政民営化関連法案の参議院否決を
うけた衆議院解散総選挙で自民党圧勝。
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三
ぞう

内閣（2006.9～07.9）
■山口●自由民主党　自民党・公明党の連

立。教育基本法改正，防衛庁の省昇格，憲法改
正を見通した国民投票法などを実現。年金記録
問題への対応が遅れる。07年 7月，参院選で自
民党は歴史的大敗。 9月，突如辞意表明。
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内閣（2007.9～08.9）
■群馬●自由民主党　自民党・公明党の連

立。テロ対策特別措置法などで「ねじれ国会」
への対応に苦慮。後期高齢者医療制度発足。北
海道洞爺湖サミット開催。突如辞意表明。
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内閣（2008.9～09.9）
■福岡●自由民主党　自民党・公明党の連

立。世界同時不況への対応，景気対策優先を唱
え，衆議院解散を先送り。批判が強まるなか，
総選挙の歴史的惨敗により政権交代。
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内閣（2009.9～10.6）
■北海道●民主党　民主党・社会民主党・

国民新党（のち民主党・国民新党）の連立。「政治
主導」（脱官僚依存）をめざすも，普天間基地移
設問題などで支持率急落。参院選前に辞意表明。
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内閣（2010.6～11.8）
■山口●民主党　民主党・国民新党の連立。

参院選敗北で「ねじれ国会」。党内対立も激化し，
支持率が低迷。2011年３月の東日本大震災，福
島第一原発事故への対応にあたるが，総辞職。
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内閣（2011.9～12.12）
■千葉●民主党　民主党・国民新党の連立。

「社会保障と税の一体改革」の実現をめざす。尖
閣諸島の国有化で日中間の緊張が高まる。民主
党内部から離反者が出るなか，衆議院解散総選
挙で自民党が圧勝し政権交代。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

～

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

第2次～第4次安倍晋三内閣
（2012.12～20.9）●自由民主党

自民党・公明党の連立。経済成長やデフレ脱却
をめざす経済政策（アベノミクス）の推進や，
消費税の引き上げを実行（14年に８％，19年に
10％）。安全保障をめぐって集団的自衛権の行
使を一部容認する安全保障関連法を15年に成立
させ，17年には改正組織犯罪処罰法によりテロ
等準備罪を新設。閣議決定による天皇の生前退
位に従い，19年５月天皇の代替わり。約８年と
いう長期政権となったが，「東京2020オリンピ
ック・パラリンピック」の延期や新型コロナウ
イルスの対応に追われる中，病気によって辞意
を表明。
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菅
すが

義
よし

偉
ひで

内閣（2020.9～21.10）
■秋田●自由民主党　自民党・公明党の連

立。政権発足時，安倍内閣の政策を引き継ぎ，
新型コロナウイルス対策と経済の両立などをめ
ざす。延期されていた東京オリンピック・パラ
リンピックを開催。デジタル庁の創設などを打
ち出すも，新型コロナウイルスへの対応などを
めぐりしだいに支持率が低下し，自民党総裁選
への不出馬を表明し，退陣。

100 岸
きし

田
だ

文
ふみ

雄
お

内閣（2021.10～　）
■東京●自由民主党　
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る機会ともなった。

　いっぽう，急速な社会基盤整備には環境への配

慮が十分ではなく都市の景観をそこねた側面も

あった。また，交通網の発達は，東京への経済活

動や文化的事業，人口などの一極集中を加速させ

たという指摘もある。東京オリンピックの開催は

日本社会のさまざまな変化のきっかけとなったと

いうこともできるだろう。

●21世紀のオリンピック
「東京2020オリンピック・パラリンピック」では，

1964年の東京オリンピックの遺産を活用し，環境に

配慮したコンパクトな大会を実現することをめざし

ている。このようにオリンピックは，環境問題，資源・

エネルギー問題の深刻化のようなグローバルな課

題を共有する機会となることも期待されている。

2004年のアテネオリンピックでは，2001年のア

メリカ同時多発テロ事件の発生をうけて，警備が

強化されたことも話題になった。その後もオリン

ピックやサミットのような世界中が注目するイベ

ントを安全に実施することは，重要な課題となっ

ている。同時に平和や安全な社会の脅
きょう

威
い

となりう

る紛争や格
かく

差
さ

などの問題を根本的に解決していく

努力も求められている。

「東京2020オリンピック・パラリンピック」は，

「Discover Tomorrow ̶ 未来（あした）をつかもう̶」

というビジョンをかかげ，だれもがすばらしい未

来をつかむため，あらゆる多様性を肯定し，真の共

生社会を実現することをよびかけている。その実

現にむけて解決すべき課題が近現代の歴史のなか

で形成されてきた事実をふまえ，いま私たちは何

をなすべきなのか，考えていかなくてはならない。

【ロンドンオリンピック】（2012 年）　会場周辺を警備す
るイギリス軍隊。

課題にアプローチ

5

10

15

20

25

【国立代々木競技場】（1964年）　五輪旗や各国の国旗が
立ちならんでいる。

●国際オリンピック委員会や日本オリンピック委
員会（JOC）のホームページにアクセスし，オリ
ンピックの歴史やオリンピズムについて調べ，
人権問題や紛争と平和の問題などの解決策を探
る視点からまとめ，発表してみよう。

●日本でおこなわれたオリンピックや万博，サミ
ットなど，国際的なイベントのいずれかについ
て，開催にむけた問題やその解決法，開催後に
地域が直面した問題点などについて調べ，調べ
たことについて話しあってみよう。

●現代の諸課題から一つ選び，その解決にむけて，
東京オリンピック・パラリンピックの開催とい
う機会を生かしてできる活動を考えてみよう。

p.204-205「歴史探究の方法」を参照しよう。

【夏季オリンピック開催都市】

回 開催
年

開催地（国） 回 開催
年

開催地（国）

1 1896 アテネ（ギリシャ） 17 1960 ローマ（イタリア）
2 1900 パリ（フランス） 18 1964 東京（日本）
3 1904 セントルイス

（アメリカ）
19 1968 メキシコシティー

（メキシコ）
4 1908 ロンドン（イギリス） 20 1972 ミュンヘン（西ドイツ）
5 1912 ストックホルム

（スウェーデン）
21 1976 モントリオール

（カナダ）
6 1916 ベルリン（ドイツ）

—中止
22 1980 モスクワ（ソ連）

7 1920 アントワープ
（ベルギー）

23 1984 ロサンゼルス
（アメリカ）

8 1924 パリ（フランス） 24 1988 ソウル（韓国）
9 1928 アムステルダム

（オランダ）
25 1992 バルセロナ

（スペイン）
10 1932 ロサンゼルス

（アメリカ）
26 1996 アトランタ（アメリカ）

11 1936 ベルリン（ドイツ） 27 2000 シドニー
（オーストラリア）

12 1940 東京（日本）—返上
ヘルシンキ（フィンラ
ンド）—中止

28 2004 アテネ（ギリシャ）

13 1944 ロンドン（イギリス）—
中止

29 2008 北京（中国）

14 1948 ロンドン（イギリス） 30 2012 ロンドン（イギリス）
15 1952 ヘルシンキ

（フィンランド）
31 2016 リオデジャネイロ

（ブラジル）
16 1956 メルボルン

（オーストラリア）
ストックホルム
（スウェーデン）

32 2021 東京（日本）—延期
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「Discover Tomorrow ̶ 未来（あした）をつかもう̶」
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来をつかむため，あらゆる多様性を肯定し，真の共
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現にむけて解決すべき課題が近現代の歴史のなか
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課題にアプローチ

5

10

15

20

25

【国立代々木競技場】（1964年）　五輪旗や各国の国旗が
立ちならんでいる。

●国際オリンピック委員会や日本オリンピック委
員会（JOC）のホームページにアクセスし，オリ
ンピックの歴史やオリンピズムについて調べ，
人権問題や紛争と平和の問題などの解決策を探
る視点からまとめ，発表してみよう。

●日本でおこなわれたオリンピックや万博，サミ
ットなど，国際的なイベントのいずれかについ
て，開催にむけた問題やその解決法，開催後に
地域が直面した問題点などについて調べ，調べ
たことについて話しあってみよう。

●現代の諸課題から一つ選び，その解決にむけて，
東京オリンピック・パラリンピックの開催とい
う機会を生かしてできる活動を考えてみよう。

p.204-205「歴史探究の方法」を参照しよう。

【夏季オリンピック開催都市】

回 開催
年

開催地（国） 回 開催
年

開催地（国）

1 1896 アテネ（ギリシャ） 17 1960 ローマ（イタリア）
2 1900 パリ（フランス） 18 1964 東京（日本）
3 1904 セントルイス

（アメリカ）
19 1968 メキシコシティー

（メキシコ）
4 1908 ロンドン（イギリス） 20 1972 ミュンヘン（西ドイツ）
5 1912 ストックホルム

（スウェーデン）
21 1976 モントリオール

（カナダ）
6 1916 ベルリン（ドイツ）

—中止
22 1980 モスクワ（ソ連）

7 1920 アントワープ
（ベルギー）

23 1984 ロサンゼルス
（アメリカ）

8 1924 パリ（フランス） 24 1988 ソウル（韓国）
9 1928 アムステルダム

（オランダ）
25 1992 バルセロナ

（スペイン）
10 1932 ロサンゼルス

（アメリカ）
26 1996 アトランタ（アメリカ）

11 1936 ベルリン（ドイツ） 27 2000 シドニー
（オーストラリア）

12 1940 東京（日本）—返上
ヘルシンキ（フィンラ
ンド）—中止

28 2004 アテネ（ギリシャ）

13 1944 ロンドン（イギリス）—
中止

29 2008 北京（中国）

14 1948 ロンドン（イギリス） 30 2012 ロンドン（イギリス）
15 1952 ヘルシンキ

（フィンランド）
31 2016 リオデジャネイロ

（ブラジル）
16 1956 メルボルン

（オーストラリア）
ストックホルム
（スウェーデン）

32 2021 東京（日本）—1年延期
ののち開催
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【昭和天皇の死去】 1989年，
昭和天皇が死去し，元号が平
成となった。テレビのCMや
番組などで自

じ

粛
しゅく

ムードが広が
り，昭和天皇に戦争責任があ
ると発言した長崎市長が銃撃
される事件も発生した。

1情報・出版企業のリクルー
トの関連の不動産会社のリク
ルートコスモスの未公開株が，
政治家などに譲渡された贈

ぞう

収
しゅう

賄
わい

事件。

【内閣と与党の変遷】

55年体制の崩壊
と日本政治の
変化

　新しい世界の動きが，
国内の政治に与えた影響
について考えよう。

【財政赤字と消費税率の推移】

自民党長期政権は政治家･官僚･業界の癒
ゆ

着
ちゃく

を生じ

させ，消費税を導入した竹
たけ

下
した

登
のぼる

内閣のもと，1988

（昭和63）年にリクルート事件が発覚すると，選挙制度改革を中心とす

る政治改革を求める声が高まった。その後，宇
う

野
の

宗
そう

佑
すけ

内閣，海
かい

部
ふ

俊
とし

樹
き

内閣，宮
みや

沢
ざわ

喜
き

一
いち

内閣と続いたが，社会党を支持する労働組合の総評の

解散と連合（日本労働組合総連合会）の結成，冷戦の終結による保守と

革新の対立の弱まりなどもあって，自民党を政権党，社会党を野党第

一党とする55年体制がゆらいでいった。

1993（平成 5）年，自民党が分裂して，総選挙で過半数をわりこんだ

結果，共産党をのぞく非自民 8党派を与党とする細
ほそ

川
かわ

護
もり

熙
ひろ

内閣が発足

し，55年体制が崩壊した。細川内閣は翌年，政治改革を実現し，衆

議院の選挙制度を小選挙区比例代表並立制に改めたが，与党間の対立

などから退陣した。短期間の羽
は

田
た

孜
つとむ

内閣をへて，同年，社会党委員長

の村
むら

山
やま

富
とみ

市
いち

が首相に就任した。自民・社会両党を与党とする村山内閣

の成立は，55年体制の終
しゅう

焉
えん

を強く印象づけた。

1996（平成 8）年，橋
はし

本
もと

龍
りゅう

太
た

郎
ろう

内閣が成立し，自民

党総裁を首相とする政権が復活した。しかし，55

年体制下とは異なり，自民党は長期の単独政権を組織する力を欠き，

小
お

渕
ぶち

恵
けい

三
ぞう

内閣以降は公明党と連立を組んだ。また，1994年に新進党が

結成されるなど，小選挙区制を基調とする選挙制度のもとで，野党の

結集が進んだ。新進党解党後の1998年には民主党が結成され，紆
う

余
よ

曲
きょく

折
せつ

をへながらも，自民党・民主党の二大政党化がしだいに進展した。

森
もり

喜
よし

朗
ろう

内閣につづいて2001年，小
こ

泉
いずみ

純
じゅん

一
いち

郎
ろう

内閣が発足した。小泉内

55年体制の崩壊
と政治改革

1924〜2000
1

1922〜98 1931〜　

1919〜2007

（→p.163）

1938〜　

1924〜　

政党政治の変容 1937〜2006

1937〜2000

1937〜　 1942〜　

閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する

一方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的にお

し進めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくず

したばかりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したと

いう批判がしだいに高まった。

　第 1次安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省へ

の昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な

政策をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。

その後も自民・公明両党を与党とする福
ふく

田
だ

康
やす

夫
お

内閣と麻
あそ

生
う

太
た

郎
ろう

内閣が続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

直
なお

人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。

（→p.189）

1954〜　

1936〜　 1940〜　

あいつぐ政権交代
1947〜　

1946〜　 1957〜　

1935〜2017

　衆議院議員総選挙は，1947（昭和
22）年以来，一つの選挙区から 3～
5人の議員を選出する中選挙区制
によって実施されてきた。この選
挙制度のもと，同一政党の候補者が
同じ選挙区で争わなければならな
いことが，利益誘導政治の原因だと
いう見方が強まり，一つの選挙区か
ら一人の議員を選ぶ小選挙区制を
基調とする，小選挙区比例代表並立
制が導入された。さらに，政治資金
規正法が改正されるとともに，政党
助成制度が設けられた。

5

10

15

20

5

10

15

20

【細川政権発足】

【政治改革の合意書を交換
する細川首相（右）と河

こう

野
の

洋
よう

平
へい

自民党総裁】

1994年の政治改革

　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。

18歳選挙権
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【内閣と与党の変遷】

【財政赤字と消費税率の推移】
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閣はアフガニスタン攻撃やイラク戦争でアメリカに協力する

一方，郵政事業の民営化など新自由主義的改革を本格的にお

し進めた。しかし，その結果，自民党の支持基盤を掘りくず

したばかりか，貧富の格
かく

差
さ

や都市と地方の格差を拡大したと

いう批判がしだいに高まった。

　第 1次安
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倍
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晋
しん

三
ぞう

内閣は，教育基本法の改正，防衛庁の省へ

の昇格，憲法改正のための国民投票法の制定など，保守的な

政策をとったが，2007年の参議院選挙で敗北して退陣した。

その後も自民・公明両党を与党とする福
ふく
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生
う
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郎
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内閣が続いたが，有権者の支持を回復できなかった。

2009（平成21）年の衆議院議員総選挙で，民主党が

圧勝し，社会民主党・国民新党とともに鳩
はと

山
やま

由
ゆ

紀
き

夫
お

を首相とする連立内閣をつくった。自民・民主の二大政党間の本格

的な政権交代が実現したのである。しかし，翌年，鳩山内閣は普
ふ

天
てん

間
ま

基地問題をめぐる社民党の連立離脱をきっかけに退陣した。つぎの菅
かん

直
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人
と

内閣は消費税の引き上げをめざし，野
の

田
だ

佳
よし

彦
ひこ

内閣がその道筋をつ

けたが，民主党の分裂をまねいた。

2012年の総選挙で民主党は大敗し，自民・公明両党による第 2次安

倍内閣が成立した。安倍内閣は，大規模な金融緩
かん

和
わ

，公共事業などの

財政出動，規制緩和をはじめとする成長戦略の三つを柱とする経済政

策をうちだした。また，特定秘密保護法や安全保障関連法を成立させ，

憲法の改正をめざすなど，保守的な政策も推進した。
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　世界の大多数の国々が選
挙権年齢を18歳以上と定
めているが，日本では1945
年以来，20歳以上とされて
きた。2015年，それが満18
歳以上に引き下げられ，選
挙運動も認められるように
なった。少子高齢化が進む
なか，日本の未来を担う若
者が主体的に政治にかかわ
ることが期待されている。
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桂　太郎 (1)

斎藤　実
岡田啓介
広田弘毅
林銑十郎
近衛文麿 (1)
平沼騏一郎
阿部信行
米内光政
近衛文麿 (2～3)
東条英機

小磯国昭
鈴木貫太郎
東久邇宮稔彦
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75
74

自由党
80

81

立憲自由党 90

自由党 91

憲政党 98

進歩党 96

憲政党 98 憲政本党 98

22

立憲国民党 10

82

立志社 74

立憲同志会 13

中央　楽部 10

05

帝国党 99

国民協会 92

大成会 90

立憲帝政党 82

立憲民政党 27

政友本党 24

21 高橋是清

国民同盟 32

東方会 36

社会民衆党
26

労働農民党 26

無産大衆党
28

日本共産党 26
日本労農党 26
日本大衆党 28
全国大衆党 30
全国労農大衆党 31

社会大衆党 32

労働者農民党 28

農民労働党 25

労農党 29

日本共産党 22

日本無産党 37

日本農民党

日本進歩党 45 日本協同党 45日本自由党 45

民主自由党 48

自由党 50

民主党 47 国民協同党 47

国民民主党 50
改進党 52

日本自由党 53

日本民主党 54
自由民主党

55

新自由クラブ 76

日本社会党 45

右派 51 左派 51

社会革新党 48 労働者農民党 48

日本社会党 55

民主社会党 60

民社党 69

社会民主連合 78

公明党 64

72 田中角栄 (1～2)
74 三木武夫
76 福田赳夫
78 大平正芳 (1～2)
80 鈴木善幸
82 中曽根康弘 (1～3)

47 片山　哲

日本共産党 45

日本社会主義同盟 20

日本社会党 06

社会民主党 01
社会主義協会 1900
社会主義研究会 98

立憲政友会 1900

98 大隈重信
(1)

憲政会 16

24 加藤高明(1～2)

26 若槻礼次郎 (1)

29 浜口雄幸
31 若槻礼次郎 (2)

27 田中義一

31 犬養　毅

45 幣原喜重郎46 吉田 茂 (1)

52 吉田 茂 (4～5)

54 鳩山一郎 (1～2)

48 芦田 均48 吉田 茂 (2～3)

社会民主党
51

26

41 翼賛議員同盟
42 翼賛政治会
45 大日本政治会

40 大政翼賛会

新生党 93 新党さきがけ 93 日本新党 92

94 羽田 孜 93 細川護

94 村山富市

96 橋本龍太郎 (1～2)

2000 森　喜朗 (1～2)

新進党 94

自由党 98

保守党

公明党 98

社会民主党 96

民主党 96

民進党

国民民主党

16

大同　楽部

革新　楽部

01 小泉純一郎 (1～3)

公明 94

2000（02 保守新党）

06 安倍晋三 (1)
07 福田康夫
08 麻生太郎

98 小渕恵三

国民新党 05

09 鳩山由紀夫
10 菅　直人
11 野田佳彦

みんなの党 09

55 鳩山一郎 (3)
56 石橋湛山
57 岸　信介 (1～2)
60 池田勇人 (1～3)
64 佐藤栄作 (1～3)

60

65
70
75

80

85

90

95

2000

10

15
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05

50

87 竹下　登
89 宇野宗佑
89 海部俊樹 (1～2)
91 宮沢喜一

12

14

12 安倍晋三 (2～4)

20  菅義偉 
21  岸田文雄 

日本維新の会

維新の党

1875

15おおさか維新の会

18

16日本維新の会
17立憲民主党

西園寺公望 (1)
桂　太郎 (2)
西園寺公望 (2)
桂　太郎 (3)
山本権兵衛 (1)
大隈重信 (2)
寺内正毅

加藤友三郎
山本権兵衛 (2)
清浦奎吾

55

左に抜きだした内閣は非政党内閣。
（1） （2）…は第1次内閣，第2次内閣…。

政党の変遷と歴代内閣
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時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212 巻末年表

文化

明仁
（平成の

天皇）

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

安倍・菅

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

2018（ 〃 30）
2019（令和元）

2020（ 〃 2）

この年GNP資本主義国第 2 位
7 光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7 環境庁発足　11非核三原則決議　12 円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2 ロッキード事件問題化 6 新自由クラブ結成（〜86）
5 新東京国際（現成田国際）空港開港
6 元号法
8 公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5 防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7 リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7 参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8 東京佐川急便事件問題化
8 非自民八党派連立政権誕生
3 公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入） 6 社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災 3 地下鉄サリン事件
2 エイズ薬害で厚相謝罪
5 アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4 金融ビッグバン
5 情報公開法　ガイドライン関連法　 8 国旗・国歌法　
9 東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7 三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編 6 ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6 有事法制関連 3 法　 7 イラク復興支援特別措置法
6 年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4 個人情報保護法全面施行　10郵政民営化法成立（07民営
化）
5 会社法施行　12教育基本法改正
5 国民投票法成立
1 薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5 裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4 改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）
６改正民法成立（成人年齢を18歳に引き下げ）
４アイヌ民族支援法成立
５皇位継承にともない平成から令和へ改元

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ
日本万国博開催

72 高松塚古墳壁画発見

78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

82 教科書検定，外交問題化

87 臨時教育審議会答申
88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘
大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

97 臓器移植法
98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
02 サッカーワールドカップ

日韓共催

10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

19 ラグビーワールドカップ
日本大会

平
成

昭
和

令
和
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時代 天皇 総理 西暦（年号） 政治・経済・社会

212 巻末年表

文化

明仁
（平成の

天皇）

今上

田中

三木
福田
大平
鈴木
中曽根

竹下
海部
宮沢

細川
羽田・村山

村山
橋本

小渕

森
森・小泉
小泉

小泉・安倍
安倍・福田
福田・麻生
麻生・鳩山
鳩山・菅
菅・野田
安倍

安倍・菅
菅・岸田

1970（ 〃 45）
1971（ 〃 46）
1972（ 〃 47）
1973（ 〃 48）
1976（ 〃 51）
1978（ 〃  53）
1979（ 〃 54）
1982（ 〃 57）
1985（ 〃 60）
1986（ 〃 61）
1987（ 〃 62）
1988（ 〃 63）
1989（平成元）
1991（ 〃 3）
1992（ 〃 4）
1993（ 〃 5）
1994（ 〃 6）

1995（ 〃 7）
1996（ 〃 8）
1997（ 〃 9）
1998（ 〃 10）
1999（ 〃 11）

2000（ 〃 12）
2001（ 〃 13）
2003（ 〃 15）
2004（ 〃 16）
2005（ 〃 17）

2006（ 〃 18）
2007（ 〃 19）
2008（ 〃 20）
2009（ 〃 21）
2010（ 〃 22）
2011（ 〃 23）
2013（ 〃 25）

2015（ 〃 27）

2016（ 〃 28）
2017（ 〃 29）

2018（ 〃 30）
2019（令和元）

2020（ 〃 2）
2021（ 〃 3）

この年GNP資本主義国第 2 位
7 光化学スモッグ・静岡県田子の浦のヘドロ問題化
7 環境庁発足　11非核三原則決議　12 円切り上げ
5沖縄返還実現
2 円の変動相場制移行　10石油ショックはじまる
2 ロッキード事件問題化 6 新自由クラブ結成（〜86）
5 新東京国際（現成田国際）空港開港
6 元号法
8 公職選挙法改正（参院に比例代表制）
6男女雇用機会均等法公布
12国鉄改革関連法公布（87民営化）
5 防衛費予算，GNP 1 ％枠突破
7 リクルート事件発覚　12消費税法公布（89．4実施）
7 参議院で与野党逆転
バブル経済崩壊
8 東京佐川急便事件問題化
8 非自民八党派連立政権誕生
3 公職選挙法改正（衆議院議員選挙に小選挙区比例代表並立
制導入） 6 社会党委員長首班の三党連立内閣成立
1阪神･淡路大震災 3 地下鉄サリン事件
2 エイズ薬害で厚相謝罪
5 アイヌ文化振興法　11山一証券廃業　12介護保険法成立
4 金融ビッグバン
5 情報公開法　ガイドライン関連法　 8 国旗・国歌法　
9 東海村核燃料加工施設で臨界事故発生
7 三宅島噴火で全島民避難
1省庁再編 6 ハンセン病補償法　10テロ対策特別措置法
6 有事法制関連 3 法　 7 イラク復興支援特別措置法
6 年金改革関連法　有事法制関連7法　10新潟中越地震
4 個人情報保護法全面施行　10郵政民営化法成立（07民営
化）
5 会社法施行　12教育基本法改正
5 国民投票法成立
1 薬害肝炎救済法成立　4後期高齢者医療制度導入
5 裁判員制度施行

3東日本大震災　福島第一原子力発電所で事故発生
4 改正公職選挙法成立（インターネットを使った選挙運動解禁）
12特定秘密保護法成立
６改正公職選挙法成立（選挙権年齢を18歳以上に引き下げ）
９安全保障関連法成立

６天皇の退位等に関する皇室典範特例法成立　改正組織犯
罪処罰法成立（テロ等準備罪の新設）
６改正民法成立（成人年齢を18歳に引き下げ）
４アイヌ民族支援法成立
５皇位継承にともない平成から令和へ改元
４新型コロナウイルス感染症感染拡大による初の緊急事態宣言
５改正少年法成立（18・19歳の犯罪を厳罰化）
９デジタル庁発足

1970 日本初の人工衛星打ち上
げ
日本万国博開催

72 高松塚古墳壁画発見

78 稲荷山古墳出土鉄剣の文
字発見

82 教科書検定，外交問題化

87 臨時教育審議会答申
88 青函トンネル・瀬戸大橋

開通
89 吉野ヶ里遺跡で大規模な

環濠集落跡発見

94 三内丸山遺跡で大規模な
縄文集落跡発掘
大江健三郎，ノーベル文
学賞受賞

97 臓器移植法
98 飛鳥池で富本銭出土

2000 旧石器発掘のねつ造発覚
01 中学校歴史教科書検定が

外交問題化
02 サッカーワールドカップ

日韓共催

10 改正臓器移植法施行（15歳
未満の臓器移植が可能に）

11 サッカー女子ワールドカ
ップで日本初優勝

19 ラグビーワールドカップ
日本大会

 21 東京オリンピック・パラ
リンピック開催

平
成

昭
和

令
和
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